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自然に健康になれる環境づくり

＜令和7年度第1回都道府県等連絡会資料より抜粋＞
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健康的で持続可能な食環境づくりのための戦略的イニシアチブ

背
景

自ら健康づくりに積極的に取り組む者だけではなく、健康に関心の薄い者を含む、幅広い者に対してア
プローチを行うことが重要であり、無理なく自然に健康な行動を取ることができるような環境整備を行
うことが求められている

目
的
（
国
）

食塩の過剰摂取、若年女性のやせ、経済格差に伴う栄養格差等の栄養課題や環境課題を重大な社会課題
として捉え、 産学官等の連携・協働により、誰もが自然に健康になれる食環境づくりを展開

考
え
方

産学官等が連携した健康的で持続可能な食環境づくりを、全国各地で効果的に推進するには、国の取組
（イニシアチブ）と、地域特性を踏まえた都道府県の取組を相補的・相乗的に展開していくことが重要
となることから、食環境づくりに関する国と都道府県の効果的な連携関係を構築（健康的で持続可能な
食環境づくりのための国・都道府県等アライアンス 略称名「食環境アライアンス」）し、全国に広めて
いくことが必要

都
道
府
県
の
登
録
要
件

①健康的で持続可能な食環境づくりを推進するための組織体（産学官等の構成が望ましいが、少なくと
も産官で構成するもの）を設置し、組織体の取組の内容、成果等について合意形成を図るための会議
を定期的に開催するとともに、取組に係る年次レポートを作成・公表

②都道府県として、幅広い業種等の事業者に対し、以下の１から４の全てを含む取組を実施
１ 組織体への参画と、それを介したイニシアチブへの参画を呼びかけ、事業者からの各種照会等に対応。
２ 組織体への事業者の参画要件として、イニシアチブと同様の内容（少なくとも「食塩の過剰摂取」へ
の対策に関する行動目標を１つ以上設定し、都道府県に申請） を提示

３ 栄養・食生活に関する地域診断（食品へのアクセスと情報へのアクセスに関する内容を含む。）の
結果を踏まえ、地域課題を事業者に提示し、解決に向けた行動目標の設定を推奨・支援

４ 健康に関心の薄い層へのアプローチに係る方針を提示することで、健康関心層のみならず、健康に
関心の薄い層へのアプローチも推奨。

＜健康日本21（第三次）推進のための説明より抜粋・再構成＞

＜厚生労働省「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」ホームページより抜粋・再構成＞
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食環境アライアンスのイメージ

＜令和7年度第1回都道府県等連絡会資料より抜粋＞
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食環境づくり事業組織体のイメージ

＜令和7年度第1回都道府県等連絡会資料より抜粋＞
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他府県の状況：食環境づくり事業組織体

福島県（令和６年正式登録） 兵庫県（令和８年正式登録）

事業名称
ふくしま減塩推進ネットワーク会議 ひょうご健康的な食環境づくりプロジェクト

実施主体
福島県保険福祉部健康づくり推進課 兵庫県保健医療部健康増進課

組織の位置づけ
記載なし 記載なし

取組内容

・減塩推進ネットワーク会議（年２回）の開催
・減塩普及啓発イベント

・参画事業者による行動目標及び評価指標の設
定支援

・参画事業者による事業の実施の支援
・食環境づくりに資するデータ整備等
・県民並びに事業者向けの情報発信

兵庫県 BE WELL（ひょうご健康的な食環境づくりプロジェクト）HP（https://bewell-hyogo.jp/about_bewell/）より抜粋

＜厚生労働省「健康的で持続可能な食環境戦略イニシアチブ」ホームページより（令和８年７月３日現在）抜粋＞

正式登録２県、暫定登録２９道府県


